
（単位：円）

貸借対照表
令和08年03月31日 現在

株式会社バディネット

資産の部

科目 金額

【流動資産】 3,955,244,718

現金及び預金 926,202,237

積立預金 7,903,245

売掛金国内 3,085,678,641

商品 21,409,760

部材 11,409,375

仕掛品 143,982,055

未収入金 2,060,560

関係会社未収入金 550,245

前払費用 43,748,917

前払金 19,800,000

立替金 523,000

立替金(社員経費) 737,823

貸倒引当金 △308,761,140

【固定資産】 581,066,316

有形固定資産 108,853,521

建物付属設備 64,910,773

建物付属設備(除却) 19,782,207

建物付属設備減価償却累計額

(除却) △24,123,240

車両運搬具 11,937,853

車両運搬具減価償却累計額 △11,033,159

工具器具備品 52,220,229

工具器具備品減価償却累計額 △44,333,111

リース資産(有形) 4,932,000

リース資産減価償却累計額 △3,150,900

土地 37,710,869

無形固定資産 33,230,000

ソフトウェア 1,230,000

ソフトウェア仮勘定 32,000,000

投資その他の資産 438,982,795

関係会社株式 273,778,328

出資金 40,000

長期従業員貸付金 880,000

敷金・保証金 111,054,181

敷金償却累計額 △2,987,371

長期繰延税金資産 53,890,987

長期前払費用 1,114,350

長期未収入金 22,551,080

その他の投資 262,320

貸倒引当金(固定) △21,601,080

資産の部合計 4,536,311,034

負債の部

科目 金額

【流動負債】 2,746,455,975

買掛金国内 517,248,999

短期借入金 1,407,500,000

一年内返済長期借入金 20,016,000

未払金 67,482,575

関係会社未払金 19,605,279

未払費用 45,580,265

未払費用(社員経費) 7,286,816

前受金 444,426,945

未払消費税等 47,528,800

未払法人税等 86,467,100

預り金 20,645,011

賞与引当金 61,921,065

リース債務(短期) 747,120

【固定負債】 281,710,920

長期借入金 78,316,000

関係会社長期借入金 150,000,000

長期未払金 2,235,459

リース債務(長期) 1,391,500

資産除去債務(長期) 49,767,961

負債の部合計 3,028,166,895

純資産の部

科目 金額

【株主資本】 1,508,144,139

資本金 100,000,000

資本剰余金 22,728,000

資本準備金 1,000,000

その他の資本剰余金 21,728,000

利益剰余金 1,385,416,139

利益準備金 1,500,000

その他利益剰余金 1,383,916,139

繰越利益剰余金 1,383,916,139

（うち当期純利益） 243,599,156

  

  

  

  

  

  

  

純資産の部合計 1,508,144,139

負債・純資産の部合計 4,536,311,034



個別注記表

自 令和07年04月01日

至 令和08年03月31日

株式会社バディネット

重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．資産の評価基準及び評価方法

　棚卸資産

　　原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

（1）商品、部材

　　　平均法

（2）仕掛品

　　　個別法

２．固定資産の減価償却の方法

（1）有形固定資産

　　建物附属設備（平成28年3月31日以前に取得したものを除く）は法人税法の規定による定額法

　　その他の有形固定資産は定率法

（2）無形固定資産

　　自社利用のソフトウェアは社内における利用可能期間（5年）に基づく定額法

（3）リース資産

　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法

３．引当金の計上基準

（1）貸倒引当金

　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、個々の債権の回収可能性を勘案して計上しております。

（2）賞与引当金

　　従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額の当期負担分を計上しております。

４．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

　消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税抜方式によっています。

貸借対照表に関する注記

有形固定資産の減価償却累計額

建物付属設備  54,108,994円

工具器具備品  44,333,111円

車両運搬具    11,033,159円

リース資産     3,150,900円

株主資本等変動計算書に関する注記

当期末における発行済株式の数

普通株式 920株


